
（平成２２年６月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認長野地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



長野厚生年金 事案 707 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年６月１日から 23年６月１日まで 

             ② 昭和 24年２月１日から同年８月 20日まで 

             ③ 昭和 24年 10月 22日から 29年２月 27日まで 

             ④ 昭和 32年 12月１日から 34年２月 27日まで 

             ⑤ 昭和 34年８月６日から 36年２月 15日まで 

Ａ社、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社の厚生年金保険被保険者期間については、

脱退手当金が支給されたことになっているが、Ｅ社を退職時に脱退手当金の

説明を聞いたことも、請求した覚えも無い。 

脱退手当金を受給していないので、申立期間①から⑤までについて、脱退

手当金の支給済記録を取り消し、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするところ、申立期間③と④の間にある被保険者期間に

ついてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、脱退手当金

を請求するに当たり、これを失念するとは考え難い上、未請求となっている被

保険者期間と申立期間②の被保険者期間は同一番号で管理されているにもか

かわらず、支給されていない期間として存在することは事務処理上不自然であ

る。 

   また、申立期間⑤に係るＥ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

が厚生年金保険被保険者資格を喪失した日の前後２年間に被保険者資格を喪

失した脱退手当金の支給記録を調査したところ、脱退手当金の受給資格がある

女性 56 人のうち、脱退手当金の支給記録が確認できる者は申立人を含め７人



と少ない上、当該事業所の事業主は、「当時、脱退手当金の代理請求の手続を

行った記憶は無い。」と証言していることを踏まえると、事業主が申立人の委

任を受けて代理請求したとは考え難い。 

   さらに、申立人は、「当該事業所を退職し、厚生年金保険の無いＦ社に勤め

ることが決まっていたので、国民年金に加入した。」と証言しているところ、

昭和36年２月14日に当該事業所を退職した後の同年４月から国民年金保険料

を納付していることを踏まえると、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難

い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



長野厚生年金 事案 709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①において労働者年金保険の被保険者であったことが

認められることから、Ａ社における申立人の労働者年金保険被保険者記録の

うち、当該期間に係る資格喪失日（昭和 18年６月 27日）及び資格取得日（19

年３月 25日）を取り消すことが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 18年６月 27日から 19年３月 25日まで 

② 昭和 29年９月から 30年３月１日まで 

年金記録を確認したところ、Ａ社の厚生年金保険の被保険者期間に空白が

あることが分かった。 

高等小学校卒業直後に集団就職し、終戦により退職するまで継続して勤務

していたので、申立期間①を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

また、Ｂ社Ｃ工場における被保険者期間が昭和 30 年３月からとなってい

るが、Ｄを退職して 29 年９月に入社したと記憶しているので、申立期間②

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人がその後に勤務したＥ社が保管する労働者名

簿の履歴欄には、「昭和 18年４月から 20年８月までＡ社に勤務。」と記載さ

れていることから、申立人は、当該期間において同社に継続して勤務してい

たことが推認できる。 

また、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、申立人は、Ａ社

において、昭和 18年４月６日に被保険者資格を取得し、同年６月（日につ

いては判読不能）に資格を喪失した後、同年６月 28日に再び資格を取得し、

20年８月 16日に再び資格を喪失していることが確認できることから、申立



期間①において被保険者記録が継続していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において労働者年金

保険の被保険者であったことが認められることから、Ａ社における申立人の

労働者年金保険被保険者記録のうち、当該期間に係る資格喪失日（昭和 18

年６月 27 日）及び資格取得日（19 年３月 25 日）を取り消すことが必要で

ある。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保

険法の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準

じ、１万円とすることが妥当である。 

２ 一方、申立期間②について、Ｂ社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により、当該期間において当該事業所の厚生年金保険の被保険者記

録が確認できる複数の従業員からは、申立人の勤務期間についての具体的な

証言が得られなかった。 

また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当

時の関係資料（人事記録、賃金台帳、源泉徴収簿等）は無い上、当時の事業

主は既に死去しており、申立人の勤務実態及び給与から保険料を控除されて

いたか否かについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。



長野厚生年金 事案 710 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 47年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 10

万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年７月１日から同年８月１日まで 

年金記録を確認したところ、Ｃ社とＡ社に勤務した間に、厚生年金保険の

被保険者期間となっていない期間が１か月あるが、両事業所に継続して勤務

していたので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する申立人の人事記録及び雇用保険の加入記録から判断すると、

申立人は、Ｃ社及びＡ社に継続して勤務し（昭和 47 年７月１日に、Ｃ社から

Ａ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 47 年８月の社会保険事務

所（当時）の記録から、10万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



長野厚生年金 事案 711 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 39年８月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年８月 21日から同年 12月 22日まで 

昭和 39年８月 21日付けで、Ｂ社からその子会社であるＡ社に出向したが、

直後の４か月間が厚生年金保険の被保険者となっていない。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立期間

の前後を通じ、Ｂ社及びＡ社に継続して勤務し（Ｂ社からＡ社に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

なお、異動日については、Ｂ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資

格喪失確認通知書によると、申立人は、Ｂ社において昭和 39年８月 21日に資

格喪失し、その理由は、「Ａ社へ転勤」と記載されていることが確認できるこ

とから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 39年 12月の社会保険事務

所（当時）の記録から、２万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は既に解散している上、その親会社であるＢ社は、当時の保険料納

付に関する資料は既に廃棄済みであるため、保険料を納付していたか否かにつ

いては不明としており、このほか、確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ



とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。



長野厚生年金 事案 713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 56年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年１月 31日から同年２月１日まで 

    昭和 50年２月にＡ社へ入社後、56 年２月１日付けで親会社であるＢ社へ

間を空けずに転籍したが、Ａ社における厚生年金保険の被保険者資格の喪失

日が同年１月 31日とされており、同年１月が被保険者期間となっていない。

被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された労働者名簿、回答書及び雇用保険の記録により、申立人

がＡ社及び親会社であるＢ社に継続して勤務し（昭和 56 年２月１日にＡ社か

らＢ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 55年 12月の社会保険事務

所（当時）の記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 56 年２月１日と届け出た

にもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年１月 31 日と誤って記録すると

は考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



長野厚生年金 事案 708 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年 10月 30日から 29年７月１日まで 

             ② 昭和 29年７月１日から 35年７月３日まで 

申立期間①については、Ａ社からＢ社に社名変更したものの、パン職人

として引き続き勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

また、申立期間②については、Ｃ社に勤務していたので、厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ社及び同社が社名変更したとする

Ｂ社で、店舗が閉鎖するまで継続して勤務したと主張しているが、当該店

舗閉鎖時期に係る申立人の記憶が曖昧
あいまい

な上、複数の元同僚からは具体的な

証言が得られないことから、申立人の両社における勤務期間を特定するこ

とができない。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、厚

生年金保険被保険者資格取得者が全員で 16 人のところ、昭和 28 年 10 月

30 日に、経理担当者以外の 15 人（申立人を含む。）は被保険者資格を喪

失していることが確認できる。 

さらに、Ｄ法務局は、Ａ社及びＢ社の商業登記簿は確認できないと回答

している上、業界団体からも両社の所在に係る証言が得られないことから、

Ａ社の名称変更及び店舗閉鎖の時期は確認できない。 

２ 申立期間②については、申立人は、Ｃ社に勤務したと主張しているが、

申立人が同僚として名前を挙げた３人は、所在不明で証言が得られない。 

また、Ｄ法務局は、Ｃ社の商業登記簿は確認できないと回答しており、



同社の所在が確認できないことから、事業主に対する調査が行えない。 

さらに、オンライン記録によると、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所で

あったことは確認できない。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



長野厚生年金 事案 712 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月 21日から 47 年５月１日まで 

昭和 46年５月から 47年４月までの期間、Ａ社に継続して勤務してい

たにもかかわらず、46年 10 月 21日から 47 年５月１日までの期間に係る

厚生年金保険の記録が無い。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日は、昭和 46 年 10 月 21 日と記録されているところ、申立人は、当該

事業所の退職時期について、「当時、上司であったＢ氏と同時期に退職し

た。」と主張している。 

このことについて、Ｂ氏を知る別の元上司は、「申立人のことは記憶に無

いが、Ｂ氏は昭和 46 年 10 月ごろ退職した。」と証言しているところ、オン

ライン記録によると、同氏の資格喪失日は、同年 10 月 25 日であることが確

認できる上、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人及びＢ氏

の資格喪失届の社会保険事務所（当時）における受付日は、いずれも同年 11

月２日であることが確認できる。 

また、元同僚からは、申立人の当該事業所における退職日に関する具体的

な証言は得られなかった。 

さらに、当該事業所の後継会社であるＣ社は、当時の関係資料（人事記録、

賃金台帳、源泉徴収簿等）は既に廃棄済みとしている上、このほか、申立期

間について、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されてい

たことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これら事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



長野厚生年金 事案 714（事案 380の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 12月から 34年 10 月まで 

 前回の申立てでは、年金記録の訂正は必要でないという決定となったが、

昭和 32 年 12 月にＡ社に入社し、運転手として 34 年９月の伊勢湾台風の被

害で廃業するまで勤務した。勤務期間中に会社でもらった保険証を使い受

診しており、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社に勤務していたことは推認できるが、社会保険事務所（当

時）の記録において、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所であることの

確認ができない上、申立期間における保険料控除が確認できる資料が無いこ

と等から、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年９月 16 日付けで年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たな証言や証拠は無いものの、前回の年金記録の訂正

は必要でないとする判断に納得できないとして再申立てを行ったものである

が、再調査の過程で、新たに当該事業所の元事務員から、「当該事業所は常

勤従業員が３名と少なかったため、厚生年金保険の適用事業所ではなかっ

た。」旨の証言が得られた上、オンライン記録によると、元事業主は、当該

事業所の設立日（昭和 30 年 12 月１日）の直前である 30 年 11 月 22 日に前

の事業所を退職して以降、厚生年金保険の被保険者記録が確認できず、申立

人から名前が挙がった元同僚にも、当該事業所での厚生年金保険の被保険者

記録は確認できない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



長野厚生年金 事案 715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年３月１日から同年８月１日まで 

② 昭和 48年１月１日から 50年４月１日まで 

③ 昭和 52年７月１日から 57年７月１日まで 

申立期間①及び②については、昭和 41 年８月１日から 50 年３月 31 日ま

での期間、Ａ社に重機オペレーターとして継続勤務したにもかかわらず、

厚生年金保険の記録が無い。 

申立期間③については、昭和 52 年７月１日から平成 13 年８月 10 日ま

での期間、Ｂ社に重機オペレーターとして継続勤務したにもかかわらず、

厚生年金保険の記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、複数の元同僚の証言により、申立人がＡ社に重

機オペレーターとして当該期間に勤務していたことは推認できるものの、

勤務期間を特定できるまでの具体的な証言が得られない。 

また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申立人

の健康保険証が厚生年金保険被保険者資格の喪失日(昭和 43 年３月１日)に

近接した同年３月４日に返納されたことが確認できるとともに、厚生年金

保険被保険者資格の再取得日(43 年８月１日)後の同年８月 28 日に健康保

険証が再交付されたことが確認できる。 

さらに、当該被保険者原票では、申立期間①当時、当該事業所において

被保険者資格を有していた元同僚９名のうち、申立人と同時期に厚生年金

保険の被保険者資格を喪失している者が５名確認できるところ、当該５名

のうち３名について申立人と同日の昭和 43 年３月４日に健康保険証を返納

しており、当該事業所では、理由は明らかではないが、申立人を含む６名

の従業員に係る資格喪失手続をこの時期に同時に行ったものと考えられる。 



申立期間②については、申立人が継続して厚生年金保険の被保険者であ

れば、申立人の妻が国民年金に加入する場合は任意加入被保険者として加

入するものと考えられるところ、オンライン記録により、申立人の妻は、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日(昭和 48 年１月１日)の約２か

月後に当たる同年２月 25 日に強制加入被保険者として国民年金に加入して

いることが確認できる。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日(昭和 48 年１月１日)に近接した同年３月３日に申

立人の健康保険証が返納されたことが確認できる。 

さらに、当該事業所は、既に廃業しており、当時の関係資料(人事記録、

賃金台帳、源泉徴収簿等)は保存されていないことから、申立人の当該期間

における勤務実態について確認できない。 

このほか、申立期間①及び②において、申立人が事業主により給与から

厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間③については、申立人から提出された職歴書、元事業主から提

出された賃金台帳及び雇用保険の記録により、申立人が昭和 52 年７月 27

日からＢ社に勤務していたことは認められる。 

しかし、元事業主から提出された申立人の賃金台帳及び給与精算書（申

立期間③のうち、27 か月分）により、申立人は、当該賃金台帳等が提出さ

れた期間において給与から厚生年金保険料が控除されていなかったことが

確認できる。 

また、当時の社会保険事務担当者は、｢当時のＢ社においては、現場作業

員の重機オペレーターは正社員ではなかったので、全国土木建築国民健康

保険組合には加入させていたが、厚生年金保険の被保険者資格は取得させ

ていなかった｡｣と証言している。 

さらに、当該社会保険事務担当者は、「昭和 57 年ごろに一部の現場作業

員を準社員とし、厚生年金保険の被保険者資格を取得させるようにと事業

主より指示を受けた｡｣と証言しているところ、当該事業所の元事業主から

提出された厚生年金保険被保険者資格取得届により、申立人が申立期間③

後の 57年７月１日に被保険者資格を取得したことが確認できる。 

このほか、申立期間③において、申立人が事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見

当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間③に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


